
役員及び評議員の報酬等に関する規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人心聖会（以下「法人」という。）の定款第 8条及び第 21

条の規定に基づき、役員及び評議員の報酬、旅費等及び役員退職慰労金（以下「報酬等」

という。）について定めるものとする。 

 

（定 義） 

第２条 この規程でいう役員は、理事及び監事をいう。 

 

（報酬総額） 

第３条 法人の全理事の報酬総額は、年間 1,670万円以内とする。 

２ 法人の全監事の報酬総額は、年間 40万円以内とする。 

 

（理事会及び評議員会の出席報酬） 

第４条 役員が理事会又は評議員会に出席したときは、別表１により報酬及び実費弁償費

を支払うものとする。 

２ 評議員が評議員会に出席したときは、別表１により報酬及び実費弁償費を支払うもの

とする。 

 

（役員の報酬） 

第５条 役員が理事会又は評議員会出席以外の法人・施設業務にあたった場合は、別表２に

より報酬及び実費弁償費を支払うものとする。 

 

（理事長及び常務理事の報酬） 

第６条 理事長及び常務理事の報酬は、別表３により支払うものとし、第４条の規定は適用

しない。 

 

（監事の報酬） 

第７条 監事が法人及び施設の運営状況を指導又は監査の業務を行った場合は別表４によ

り報酬及び実費弁償費を支払うものとする。 

 

（評議員の報酬） 

第８条 評議員が評議員会出席以外の法人・施設業務にあたった場合は、別表２により報酬

及び実費弁償費を支払うものとする。 

 



（旅費等） 

第９条 役員及び評議員が、法人業務のために出張する場合は、別表５により報酬及び旅費

等を支払うものとする。 

２ 旅費等は、実費支給とする。 

３ 業務上必要な経費は、実費を原則とする。 

４ 旅費等は、原則として業務終了後支払うものとするが、必要により事前に概算額を支払

い終了後精算することができる。 

 

（役員退職慰労金） 

第９条の２ 理事長が退任したときは、別表６により役員退職慰労金を支払うものとする。 

２ 役員退職慰労金は、基本額に在任年数を乗じ、更に在任期間ごとの係数を加算し得た額

の合計額とし、１万円未満の端数が生じた場合１万円に切り上げる。 

３ 在任期間に１年に満たない端数月がある場合、６か月以上は切り上げ、６か月未満は切

り捨てるものとする。又、施設の給与規程に基づき支給された退職金の計算期間が含まれて

いる場合、その期間は除くものとする。 

４ 在任中の功績が顕著と認められた者については、評議員会の承認を得て、功労金を加算

することができる。 

５ 解職された者については、役員退職慰労金を支給しない。また、在任中に法人に重大な

損害を与えた者については、評議員会の承認を得て、その額の減額又はその支給を停止する

ことができる。 

６ 理事長以外の役員又は評議員が退任したときは、原則として役員退職慰労金は支払わ

ない。ただし、在任中の功績が顕著と認められた者については、評議員会の承認を得て、役

員退職慰労金を支払うことができる。 

 

（報酬等の支給方法） 

第 10条 第 6条に規定する報酬は、毎月 25日に支払うものとする。なお、支給日が土日、

祝祭日にあたる場合は、前日に支払うものとする。 

２ 第 4 条、第 5 条、第 7 条、第 8 条及び第 9 条に規定する報酬は、理事会又は評議員会

への出席等、各業務にあたった都度支払うものとする。 

３ 第 9 条の 2 に規定する役員退職慰労金は、退任後３カ月以内に支払うものとする。ま

た、死亡による退任の場合は、法定相続人に支払うものとする。 

４ 報酬等は、現金により本人又は法定相続人（以下「本人等」という。）に支給する。た

だし、本人等の同意を得れば、本人等の指定する本人等名義の金融機関の口座に振り込む

ことができる。 

５ 報酬等は、法令の定めるところによる控除すべき金額及び本人から申し出のあった立

替金、積立金等を控除して支給する。 



（適用除外） 

第 11条 法人の職員を兼務し、職員給与が支給されている理事、理事長及び常務理事につ

いてはこの規程を適用せず、報酬等は支給しない。 

 

（慶弔・傷病見舞等） 

第 12 条 役員及び評議員の慶事若しくは傷病あるいは災害による罹災があった場合には、

別表７により支払うものとする。 

 

（改正） 

第 13条 本規程の改正は、評議員会の承認を受けるものとする。 

 

附 則 

 １．この規程は、平成 29年 6月 16日から施行する。 

２．令和 3年 6月 18日一部改正。 

この規程は、令和 3年 6月 18日から施行する。ただし、第 4条の改正規定は、令

和 3年 6月 19日より施行する。 

 

別表１（理事会・評議員会報酬等） 

名 称 報 酬 実費弁償費 

理事会出席 20,000円 実費 

評議員会出席 20,000円 実費 

※理事会と評議員会が同日に開催する場合は併給しない。 

 

別表２（役員・評議員業務報酬等） 

名 称 報 酬 実費弁償費 

役員・評議員業務報酬 20,000円 実費 

 

別表３（理事長・常務理事報酬等） 

名 称 報酬の上限額 摘 要 

理事長報酬 月額 75万円 
具体的な報酬額について

は、本表の上限額の範囲内で

理事会において定めるものと

する。 
常務理事報酬 月額 60万円 

 

 

 



別表４（監事監査指導報酬等） 

名 称 報 酬 実費弁償費 

監事監査指導報酬等 30,000円 実費 

 

 

別表５（出張旅費等） 

旅 費 報 酬 宿泊費 その他 

実費 20,000円 15,000円 実費 

 

別表６（役員退職慰労金） 

算 式 基礎額×在任年数×在任期間別係数 

基礎額 200,000円 

在任期間別係数 

1年以上 10年未満 100/100 

10年以上 20年未満 125/100 

20年以上     135/100 

 

別表７（慶弔・傷病・見舞等） 

事 項 支給基準額（円） 支給条件等 

１．国の褒賞条例等による

受賞の場合 
20,000円 

国の定める位階令又は褒賞

条例等に基づき受賞した場

合に支給 

２．傷病見舞 20,000円以内 
疾病により入院又は居宅で

治療する場合 

３．災害見舞 20,000円以内 

火災、災害等により自宅が

相当程度の被害を受けた場

合、被害の程度により支給 

４．死亡弔慰金 20,000円 本人死亡の場合 

注 

１．理事長は、本表に準ずる事項で特に必要があると認めた場合は、本表の基準額の範

囲内で支給することができる。 

２．支給額について、理事長が特に必要と認めた場合は増額することができる。 

３．支給額の全部又は一部について、記念品、生花などにかえることができる。 

 


